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資料Ⅰ アンケート調査結果                   

 
１． 実施概要 

(1)  調査実施スケジュール 

平成 16年 11月 9日：調査票発送 
平成 16年 12月 10日：調査票回収締切（調査票記載締切日：11月 26日） 
 
(2)  調査対象 

情報サービス関連業界団体の加盟者を対象とし、最大 4,019件1の情報サービス関連

事業者に調査票を発送した。調査方法は、郵送配布、郵送回収としている。 
 
全国地域情報産

業団体連合会 

日本情報技術

取引所 

情報サービス

産業協会 

首都圏ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

技術者協同組合

電子情報技術

産業協会 

発送数合計

（最大） 

（2,166） 1,011 581 225 36 4,019 

 
(3)  調査票回収状況 

 回収数は 998件、回収率は 24.8%である。（配布数が最大の場合） 
 
 

                                                
1 全国地域情報産業団体連合会については、同連合会を形成する全国の各組織に協力依頼し、

配布を行っているため、調査票の配布数は、各組織の配布協力状況による。 
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２． 資本金規模・資本系列・取引状況 

(1)  資本金規模（問１：ＳＡ） 

 回答企業（個人を含む、以下同じ）の資本金規模の状況をみると、全体では、「１千

万円超５千万円以下」が 38.5％と最も多く、次いで「１千万円以下」が 21.2％となっ
ている。これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、元請・中間下請・最終下請

の順に資本金が大きくなっているが、元請と中間下請の資本金規模の差はそれほど大

きくない。元請・中間下請のいずれも「１千万円超５千万円以下」が 35％前後と最も
多いが、それ以上の規模の各カテゴリの割合も１割から２割あり、資本金規模の散ら

ばりが大きい。その中で、「３億円以上」については、元請では 21.2％と中間下請で
の 15.7％より多く、逆に、「１千万円以下」については、中間下請では 18.7％と、元
請での 12.3％より多くなっているのが顕著な違いである。その他、最終下請について
は、「１千万円超５千万円以下」が 42.9％と最も多く、次いで「１千万円以下」が 33.0％
となっている。これに「個人」の 6.6％を足し合わせると、全体の８割を超える。 

図表２-１ 資本金規模（問１：ＳＡ） 

21.2

12.3

18.7

33.0

38.5

35.7

34.3

42.9

12.9

14.8

17.8

8.9

10.6

14.8

12.2

5.8

12.8

21.2

15.7

6.6

3.0

0.6

0.9

2.5

0.4

0.6

0.9

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）

個人 １千万円
以下

１千万円超
５千万円以下

５千万円超
１億円以下

１億円超
３億円以下

３億円超 無回答
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(2)  資本系列（問２：ＳＡ） 

 資本系列については、全体では 77.0％が「独立系」と大半を占めており、次いで「ユ
ーザ系」の 11.5％となっている。元請・中間下請・最終下請別にみると、いずれも「独
立系」が最も多いが、元請では「ユーザ系」が 19.7％と中間下請・最終下請での構成
割合よりもかなり高いことが特徴である。 

図表２-２ 資本系列（問２：ＳＡ） 

11.5

19.7

7.4

6.4

77.0

66.8

80.9

85.3

4.0

4.0

5.3

4.8

2.2

5.8

8.7

0.0

1.7

2.8

1.7

1.3
0.0

0.9

1.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）

メーカー系 通信系 ユーザ系 独立系 その他 無回答
 

注）メーカ系：コンピュータメーカの出資比率が 50％以上であるなど、経営上コンピュータメーカの影響力が大きい
企業を指します。 

通 信 系：通信会社の出資比率が 50％以上であるなど、経営上通信会社の影響力が大きい企業を指します。 
ユーザ系：事業会社（コンピュータメーカ、通信会社、海外企業を除く）の出資比率が 50％以上であるなど、経

営上事業会社の影響力が大きい企業を指します。 
独 立 系：メーカ、通信会社、顧客企業から資本的に独立しており、メーカ系、通信系、ユーザ系のいずれにも

あてはまらない企業を指します。 
そ の 他：海外企業の出資比率が 50％以上の企業、及び各種団体、個人などを指します。 
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(3)  取引状況（問３：ＭＡ） 

 回答企業の取引状況をみると、元請・中間下請・最終下請、それぞれのみの業務を

行っている割合はむしろ少なく、一つの企業が複数の立場として業務を行っているこ

とが分かる。具体的にみると、元請・中間下請・最終下請が回答企業全体の 37.2％に
達している。そのほか、元請と中間下請を行っている（最終下請は行わない）のが

10.2％、中間下請と最終下請を行っている（元請は行わない）のが 11.7％となってい
る。 

図表２-３ 取引状況（問３：ＭＡ）回答企業 998社の内訳 

元請

中間下請 最終下請

14.9%

10.2%
37.2%

4.6%

11.7% 11.7%6.9%
無回答

2.7%
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(4)  最も件数の多い取引状況（問３－１：ＳＡ） 

 回答企業について最も件数の多い取引状況をみると、「最終下請として業務を行っ

ている」が 36.2％と最も多く、次いで「元請として業務を行っている」の 32.6％とな
っている。また、「中間下請として業務を行っている」が 23.0％となっている。全体
としては、これら三つの取引状況が散らばった分布になっていることが分かる。 

図表２-４ 最も件数の多い取引状況（問３－１：ＳＡ） 

最終下請とし
て業務を行っ
ている
36.2%

元請として業
務を行ってい
る
32.6%

無回答
8.2%

中間下請とし
て業務を行っ
ている
23.0%  
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３． 『受注者』の立場での取引状況について 

 以下では、回答企業が『受注者』となったときの立場で回答したものである。また、

元請として業務を行っている場合には、ユーザ取引を想定して回答しており、それ以

外の中間下請・最終下請として業務を行っている場合には、情報サービス事業者との

取引を想定して回答している。 
 

(1)  主に受注者となって行っている業務（問４：ＭＡ） 

 主に受注者となって行っている業務を尋ねたところ、全体としては、「成果物請負型

のソフトウェア開発」、「工数請負型のソフトウェア開発」がそれぞれ 71.0％、68.8％
と多くなっており、ソフトウェア開発が受注者として行っている業務では中心になっ

ていることが分かる。次いで多いのが、「システム運用管理」の 51.4％、「ソフトウェ
ア・プロダクト開発」の 43.7％となっている。 
 次に、主に受注者となって行っている業務を元請・中間下請・最終下請別にみると、

大きな違いがみられるものとしては、「工数請負型のソフトウェア開発」において、元

請では 52.3％と中間下請での 84.8％、最終下請での 77.6％より小さいことがまず挙
げられる。そのほかには、「コンサルティング」「情報処理」「データ入力」について、

中間下請での比率が元請、最終下請での比率よりも高いことが特徴となっている。 
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図表３-１ 主に受注者となって行っている業務（問４：ＭＡ） 

71.0

68.8

51.4

43.7

32.4

20.7

18.1

17.8

6.4

68.3

52.3

58.5

44.6

48.0

26.2

31.4

27.7

10.8

81.7

84.8

56.5

43.9

30.4

20.9

13.0

10.9

3.0

71.2

77.6

44.6

44.6

21.3

16.3

10.2

14.7

4.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

成果物請負型の
ソフトウェア開発

工数請負型の
ソフトウェア開発

システム運用管理

ソフトウェア・
プロダクト開発

コンサルティング

業務運用

情報処理

データ入力

その他

(%)

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）
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(2)  最も件数の多い受注業務（問４－１：ＳＡ） 

 次に、最も件数の多い受注業務についてみたところ、全体としては、「工数請負型の

ソフトウェア開発」が 37.2％と最も多く、それに「成果物請負型のソフトウェア開発」
が 30.8％で次いでいる。これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、顕著な違い
は「工数請負型のソフトウェア開発」について元請と中間下請・最終下請の間にみら

れる。元請では「工数請負型のソフトウェア開発」が 16.9％と「成果物請負型のソフ
トウェア開発」の 36.8％よりもかなり構成比が小さいのに対して、中間下請・最終下
請において「工数請負型のソフトウェア開発」はそれぞれ 49.1％、49.3％とほぼ半数
を占める。 

図表３-２ 最も件数の多い受注業務（問４－１：ＳＡ） 

30.8

38.8

31.7

26.6

9.7

10.2

10.4

8.6

5.0

7.7

4.4

1.8

0.9

1.7

3.4

6.5

5.6

5.8

1.1

3.7

0.4

1.8

49.3

49.1

16.9

37.2

0.9
2.6

7.4

3.9

1.7

1.4

1.2

1.7

1.7

1.7

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）

コンサルティング 工数請負型の
ソフトウェア開発

成果物請負型の
ソフトウェア開発

ソフトウェア・
プロダクト開発

システム運用管理 情報処理 データ入力 業務運用

その他 無回答
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(3)  発注時点で書面による発注が行われている受注業務件数の割合（問５：ＳＡ） 

 受注した仕事のうち、発注時点で書面による発注が行われている受注業務件数の割

合を尋ねたところ、全体の 56.0％が「全て書面で発注されている」としており、これ
に「約 90％は書面で発注されている」「約 80％は書面で発注されている」の割合を足
しあわせると約８割の回答企業では 80％以上が書面で発注されている状況にあるこ
とがわかる。反対に、「書面での発注が約 50％以下」（「書面での発注は全くない」か
ら「約半分は書面で発注されている」までの合計）とする企業は全体の１割程度にす

ぎない。 
 これは、元請・中間下請・最終下請別にも違いは大きくないが、最終下請では「全

て書面で発注されている」とする割合が 53.5％とやや小さく、逆に、「書面での発注
が約 50％以下」の割合が 14.1％とやや高くなっている点が特徴としてみられる。 

図表３-３ 発注時点で書面による発注が行われている受注業務件数の割合（問５：ＳＡ） 

11.1 3.5

2.8

2.2

5.5

7.1

8.6

7.0

6.1

16.3

16.6

16.914.1

10.3

10.0

2.2

4.3

1.5

2.3

13.9

61.7

57.2

56.0

53.5

1.5

0.4

0.6

1.0

1.2

1.1

0.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）

50％以下 約６０％ 約７０％ 約８０％ 約９０％ 全て わからない 無回答
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(4)  発注時点で書面による発注を行う理由（問５－１：ＭＡ） 

 次に、発注時点で書面による発注があるとする回答企業（回答全体のほぼ 90％）に
対して、発注時点で書面による発注を行う理由を尋ねたところ、元請・中間下請・最

終下請のいずれにおいても「トラブルを未然に防ぐため」とする割合が 90％前後に達
した。次に多いのは、「下請法で定められたため」であり、全体の 31.4％が回答して
いる。ただし、当該項目については元請では 20.2％と、中間下請での 40.7％、最終下
請での 34.8％よりも小さくなっている。そのほか、「ユーザの仕様変更が多いため」
とするのは元請・中間下請・最終下請のいずれにおいても 10％台前半の構成比となっ
ている。 

図表３-４ 発注時点で書面による発注を行う理由（問５－１：ＭＡ） 

31.4

5.5

16.0

87.6

11.8

2.0

5.2

2.6

13.9

89.5

3.8

6.7

20.2

91.0

14.6

92.5

3.5

40.7

1.3

34.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

トラブルを
未然に防ぐため

下請法で
定められたため

ユーザの仕様変更が
多いため

特に理由はない

その他

(%)

全体
（n=948）

元請
（n=312）

中間下請
（n=226）

最終下請
（n=348）
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(5)  発注時点で書面による発注を行わない理由（問５－２：ＭＡ） 

 次に、全て書面で発注されていると回答した企業以外
．．
の企業に対して、発注時点で

書面による発注を行わない理由を尋ねたところ、全体では、「これまでの慣習だから」

43.4％、「ユーザの仕様が固まらないから」39.7％が主な理由となっている。そのほか、
「特にトラブルがなかったから」が 23.6％、「煩わしいから」が 17.1％、「受注者が要
求しないから」が 14.9％となっている。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、「これまでの習慣だから」について

は、元請・中間下請・最終下請別のいずれも 40％台前半となっており違いはないが、
「ユーザの仕様が固まらないから」については、元請では 31.5％と低いのに対して、
中間下請・最終下請ではそれぞれ 46.5％、43.8％と元請との回答割合に大きな差が生
じている。一方で、「特にトラブルがなかったから」とする割合が元請では 30.0％と
なっており、中間下請での 17.4％、最終下請での 22.8％よりかなり高くなっている。
また、「受注者から要求しなかったから」とする割合についても、元請では 19.2％で
あり、中間下請での 9.3％、最終下請での 14.8％よりかなり高くなっている。 

図表３-５ 発注時点で書面による発注を行わない理由（問５－２：ＭＡ） 

39.7

14.9

14.9

30.0

8.5

14.6

44.4

22.8

16.7

14.8

6.2

16.7

43.4

23.6

17.1

5.7

43.8

31.5

19.2

16.2
16.3

46.5

2.3

9.3

43.0

17.4

12.8

43.8

0.0 20.0 40.0 60.0

これまでの慣習だから

ユーザの仕様が
固まらないから

特にトラブルが
なかったから

煩わしいから

受注者から
要求しないから

特に理由はない、
わからない

その他

(%)

全体
（n=403）

元請
（n=130）

中間下請
（n=86）

最終下請
（n=162）
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(6)  発注時点で書面による発注を行う際の方法（問６：ＭＡ） 

 発注企業が受注者である回答企業に対して発注時点で書面による発注を行う際の方

法を尋ねたところ、元請・中間下請・最終下請のいずれにおいても「郵送」とする回

答が最も多かったが、元請については 74.7％と、中間下請の 84.1％、最終下請の 86.8％
よりやや小さくなっている。一方で、元請では「手渡し」と回答した割合が 72.1％と、
中間下請の 49.1％、最終下請の 37.1％よりもかなり大きくなっている。そのほか、
「FAX」は元請・中間下請・最終下請のいずれにおいても 44％前後、「電子メール」
が全体では約 40.0％となっているが「電子メール」については、元請では 31.1％とや
や低い割合になっている。また、「WEB」による発注については全体では 22.0％と他
の方法での割合よりも小さいが、中間下請では 33.2％と約３分の１と多くなっている。 

図表３-６ 発注時点で書面による発注を行う際の方法（問６：ＭＡ） 

52.0

22.0

43.9

1.3

86.8

44.8

43.4

21.8

0.9

1.3

39.0

43.9

81.5

31.1

14.7

72.1

74.7

44.7

84.1

33.2

1.8

49.1

42.9

37.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

郵送

手渡し

ＦＡＸ

電子メール

ＷＥＢ

その他

(%)

全体
（n=948）

元請
（n=312）

中間下請
（n=226）

最終下請
（n=348）
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(7)  発注時点の発注書面に記載されている項目（問７：ＳＡ） 

 発注時点の発注書面に記載されている項目について、その記載の程度を尋ねた。下

図はその回答の中で各項目についての回答企業全体での構成比と、「ほとんど記載さ

れている」とする割合を回答企業全体、および、元請・中間下請・最終下請別にみた

ものである。結果をみると、a)発注年月日、d)納期、f)金額、i)発注者名・受注者名、
については、９割以上で「ほとんど記載されている」としており、また、b)発注内容、
e)納品物件、g)支払期日、h)支払い方法、j)納入場所についても８割程度が「ほとんど
記載されている」としている。一方で、c)知的財産権の帰属については、「ほとんど記
載されている」とする割合は４割程度と他の項目よりも低くなっている。 

図表３-７ 発注書面に記載されている内容（項目別の構成比） 

97.0

80.0

93.4

76.9

73.5

97.3

75.5

7.7

13.9

12.9

13.5

1.9

15.9

2.0

23.3

1.4

3.9

5.4

5.8

5.5

17.7

3.7

5.3

2.0

88.1

39.3

85.8

90.1

2.4

2.4

11.0

17.5

6.5

4.3

1.1

0.9

0.3

0.7

0.7

0.8

1.3

0.4

2.1

0.5

0.8

1.2

0.6

0.9

1.2

1.9

0.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

a)発注年月日

b)発注内容

c)知的財産権の帰属

d)納期

e)納品物件

f)金額

g)支払期日

h)支払方法

i)発注者名・受注者名

j)納入場所

k)その他

ほとんど
記載されている

まあまあ
記載されている

あまり記載
されていない

ほとんど記載
されていない

無回答
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図表３-８ 発注書面に記載されている内容（「ほとんど記載されている」の割合） 

85.8

80.0

76.9

73.5

97.3

75.5

7.7

42.0

95.2

74.7

71.2

97.1

77.2

8.0

74.3

98.7

74.3

8.0

98.3

35.1

92.0

77.3

92.8

77.9

96.3

73.6

8.0

93.4

90.1

39.3

97.0

84.6

84.6

88.8

95.8

77.9

39.8

96.9

75.7

91.6

81.9

94.7

84.8

74.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a)発注年月日

b)発注内容

c)知的財産権の帰属

d)納期

e)納品物件

f)金額

g)支払期日

h)支払方法

i)発注者名・受注者名

j)納入場所

k)その他

(%)

全体
（n=948）

元請
（n=312）

中間下請
（n=226）

最終下請
（n=348）
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(8)  発注書の発行・記載がされない場合の対応（問７－１：ＳＡ） 

 「書面での発注書がない」、あるいは、上記で示した発注書面の各項目の中で一つで

も「ほとんど記載されていない」ものがある企業に対して、発注書の発行・記載がさ

れない場合にどのような対応をしているかを尋ねた。結果をみると、全体での 61.1％
は「発注書の発行・記載を依頼していない」としており、「発注書の発行・記載を依頼

したが、未発行・未記載のままである」は 11.4％と約１割である。これを、元請・中
間下請・最終下請別にみると、最終下請では「発注書の発行・記載を依頼していない」

が 74.2％と多く、逆に「発注書の発行・記載を依頼したが、未発行・未記載のままで
ある」は 8.6％にとどまっている。一方で、元請と中間下請については回答状況が似
ており、「発注書の発行・記載を依頼していない」が約 50％、「発注書の発行・記載を
依頼したが、未発行・未記載のままである」が約 15％となっている。 

図表３-９ 発注書の発行・記載がされない場合の対応（問７－１：ＳＡ） 

11.4 27.5

36.8

33.3

17.2

14.6

14.0

8.6

61.1

49.1

52.1

74.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=211）

元請
（n=57）

中間下請
（n=48）

最終下請
（n=93）

依頼したが未発行・未記載のまま 発行・記載を依頼していない 無回答
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(9)  記載事項が記入されていない場合の補充書面の適切な時期の交付（問８：ＳＡ） 

 当初の発注書に正当な理由があり記載事項が記入されていない場合に、補充書面が

適切な時期に交付されているかを尋ねたところ、全体では「ほとんど交付されている」

が 39.2％で最も多く、これに「まあまあ交付されている」の 19.4％が続いている。こ
れらをあわせると、交付されている場合は約６割になる。一方で、交付されていない

割合は、「あまり交付されていない」「ほとんど交付されていない」のいずれも 10.2％
となっており、あわせて約２割となっている。そのほか、「補充書面はそもそもいらな

い」とする割合が 13.7％ある。 
 次に元請・中間下請・最終下請別にみると、元請においては「ほとんど交付されて

いる」が 31.1％と中間下請・最終下請での割合よりも小さいが、その背景には、「補
充書面はそもそもいらない」とする割合が 17.3％と高いこともある。補充書面が最も
交付されているのは中間下請であり、「ほとんど交付されている」が 45.6％、「まあま
あ交付されている」が 23.0％となっており、これらを足しあわせると７割近くになる。
最終下請については、中間下請よりも交付されている割合がやや低い。 

図表３-１０ 記載事項が記入されていない場合の補充書面の適切な時期の交付 

（問８：ＳＡ） 

39.2

42.2

19.4

19.2

23.0

17.5

10.2

11.9

8.8

10.3

10.2

11.2

9.3

9.8

13.7

17.3

8.8

13.8

7.2

9.3

4.4

31.1

45.6

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=948）

元請
（n=312）

中間下請
（n=226）

最終下請
（n=348）

ほとんど
交付されている

まあまあ
交付されている

あまり
交付されない

ほとんど
交付されない

補充書面は
そもそもいらない

無回答
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(10)  受注者である場合の取引で受けたことのある行為（問９：ＭＡ） 

 受注者である場合の取引で受けたことのある行為を尋ねたところ、全体としては、

設問で尋ねた「いずれの行為もうけたことがない」企業が 44.4％と最も多くなってい
る。一方で、何らかの行為を受けた企業についてみると、「決まった支払期日までに代

金が支払われなかった」が 24.6％と最も多く、それに「発注者が決めた低い単価を一
方的に押しつけられた」の 21.0％が次いでいる。そのほかの行為については、おおむ
ね 10％前後か、それ以下となっている。 
 次に、元請・中間下請・最終下請別にみると元請では「いずれの行為もうけたこと

がない」が 48.3％と中間下請・最終下請での割合よりやや高い。また、受けた行為に
ついては、「発注者が決めた低い単価を一方的に押しつけられた」が中間下請・最終下

請では最も多くなっており、その他、「自社に責任がないのに、発注の際に決めた代金

から値引きされた」についても中間下請・最終下請での回答割合が多くなっている。 
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図表３-１１ 受注者である場合の取引で受けたことのある行為（問９：ＭＡ） 

24.6

21.0

13.0

9.5

9.1

8.0

4.5

3.2

0.8

3.2

44.4

8.3

9.2

2.2

3.4

0.3

2.2

48.3

4.8

1.3

1.7

41.3

25.5

16.1

10.0

7.5

8.3

6.6

0.8

5.5

42.7

9.8

10.8

12.3

26.5

5.2

17.4

24.3

11.3

8.7

28.7

9.6

26.0

2.8

0.0 20.0 40.0 60.0

支払期日までに
支払われなかった

低い単価を一方的に
押し付けられた

決めた代金から
値引きされた

無償でやり直しを
求められた

商品やサービスの
購入依頼を受けた

無償の作業手伝いを
させられた

納入拒否や
契約解除をされた

協力金などを
求められた

手形が
割り切れなかった

その他

いずれもない

(%)

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）
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(11)  情報サービスに係わる下請代金支払遅延等防止法の認知（問１０：ＳＡ） 

 下請法（下請代金支払遅延等防止法）の内容の認知度について尋ねたところ、全体

の 38.3％は「内容をほとんど知っていた」としており、これに「内容をまあまあ知っ
ていた」の 40.2％をあわせると、ほぼ８割の企業で下請法の内容を知っていたことが
わかる。一方で、「内容をほとんど知らなかった」は 14.2％、「法律の存在すら知らな
かった」は 5.0％であった。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、中間下請においては「内容をほと

んど知っていた」が 55.2％に達し、逆に、「内容をほとんど知らなかった」は 8.7％と
なっており、認知度が高いことがわかる。逆に、元請では「内容をほとんど知らなか

った」が 18.8％と、やや高い割合になっている。 

図表３-１２ 情報サービスに係わる下請代金支払遅延等防止法の認知（問１０：ＳＡ） 

38.3

33.2

40.2

37.5

34.3

47.1

14.2

18.8

8.7

12.5

5.0

6.2

6.4

55.2

36.3

1.3

0.8

0.4

1.2

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）

内容をほとんど
知っていた

内容をまあまあ
知っていた

内容をほとんど
知らなかった

法律の存在すら
知らなかった

無回答
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(12)  発注企業との関係の改善（問１１：ＳＡ） 

 情報サービスに係る委託取引が下請法の対象となった 2004 年４月１日以降、発注
企業との関係が改善されたかを尋ねたところ、全体では 47.6％が「そもそも問題がな
い、わからない」で最も多くなっている。次に多いのが、「一部改善された」の 26.4％
であり、これに「多くが改善された」の 11.9％をあわせると、４割近くが改善された
としている。一方で、「改善されていない」割合が 10.8％ある。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、元請では「そもそも問題がない、

わからない」が 65.2％と多くなっているが、一方で、「改善されていない」が 9.5％あ
る。中間下請については「多くが改善された」が 17.8％、「一部改善された」が 35.7％
と改善度合いが高いことが窺われる。一方で、最終下請については、「改善されていな

い」が 15.2％と元請・中間下請での割合よりもかなり大きくなっていることが特徴で
ある。 

図表３-１３ 発注企業との関係の改善（問１１：ＳＡ） 

11.9

12.7

26.4

16.0

35.7

32.1

10.8

9.5

8.7

15.2

47.6

65.2

38.5

17.8

6.5

36.1

1.4

1.7

2.8

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）

多くが改善された 一部改善された 改善されていない そもそも問題がない 無回答
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(13)  改善された点（問１１－１：ＭＡ） 

 2004年４月１日以降、発注企業との関係が「多くが改善された」あるいは「一部改
善された」と回答した企業に対して、どのような点が改善されたかを尋ねたところ、

最も多かったのは「代金の支払期限を守ってもらえるようになった」であり、全体で

は 31.4％となっている。そのほか、「代金支払の手形のサイトが長期でなくなった」
「発注の際に決めた代金を支払われるようになった」がそれぞれ１割強となっている。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、「代金の支払期限を守ってもらえる

ようになった」についてはいずれにおいても３割前後と高くなっている。そのほか、

最終下請において「代金支払の手形のサイトが長期でなくなった」が 17.9％と高くな
っていること、元請において、「通常の社内単価を認めてもらえるようになった」が

16.4％、「無償でのやり直しをしなくて良くなった」が 15.1％と高くなっていること
が特徴としてあげられる。 
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図表３-１４ 改善された点（問１１－１：ＭＡ） 

31.4

13.9

12.0

8.4

5.8

5.2

2.6

1.8

1.3

31.2

9.7

34.2

6.8

9.6

16.4

15.1

5.5
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2.7

2.7

27.4

8.2

27.6

11.4

11.4

8.1

4.1

4.9

4.1

2.4

0.8

8.9

32.1

17.9

13.6

6.2

3.7

5.6

1.9

1.2

1.2

29.0

10.5

38.2

0.0 20.0 40.0 60.0

支払期限を
守ってもらえるように

手形のサイトが
長期でなくなった

決めた代金が
支払われるように

社内単価を
認めてもらえるように

無償のやり直しを
しなくてよくなる

納入拒否や契約解除さ
れなくなった

無償の手伝いを
しなくてよくなった

商品の購入を
しなくてよくなった

協力金を
求められなくなった

その他

無回答

(%)

全体
（n=382）

元請
（n=73）

中間下請
（n=123）

最終下請
（n=162）
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４． 『発注者』の立場での取引状況 

 以下では、回答企業が情報サービス事業者に発注したときの業務の取引状況につい

て、回答企業が『発注者』となったときの立場で尋ねている。 
 
(1)  発注者となって情報サービス事業者に発注する業務（問１５：ＭＡ） 

 主に発注者となって情報サービス事業者に発注する業務を尋ねたところ、全体とし

ては、「工数発注型のソフトウェア開発」、「成果物発注型のソフトウェア開発」、がそ

れぞれ 66.6％、61.0％と多くなっており、ソフトウェア開発が発注者として行ってい
る業務の中心になっていることが分かる。次いで多いのが、「システム運用管理」の

29.5％、「ソフトウェア・プロダクト開発」の 26.1％となっている。 
 次に、主に発注者となって行っている業務を元請・中間下請・最終下請別にみると、

大きな違いがみられるものとしては、「工数発注型のソフトウェア開発」において、元

請では 54.2％と中間下請の 82.2％、最終下請の 74.7％より小さいことがまず挙げら
れる。そのほかには、「データ入力」「コンサルティング」について、元請での比率が

中間下請、最終下請での比率よりも高くなっている。 
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図表４-１ 発注者となって情報サービス事業者に発注する業務（問１５：ＭＡ） 

66.6
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29.5
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70.0

38.7
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2.6
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

工数発注型の

ソフトウェア開発

成果物発注型の
ソフトウェア開発

システム運用管理

ソフトウェア・

プロダクト開発

データ入力

コンサルティング

業務運用

情報処理

その他

(%)

全体
（n=881）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）
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(2)  最も件数の多い発注業務（問１５－１：ＳＡ） 

 次に、最も件数の多い発注業務についてみたところ、全体としては、「工数発注型の

ソフトウェア開発」が 46.5％と最も多く、それに「成果物発注型のソフトウェア開発」
が 21.2％で次いでいる。これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、顕著な違い
は「工数発注型のソフトウェア開発」について元請と中間下請・最終下請の間にみら

れる。「工数発注型のソフトウェア開発」では元請では 29.8％となっており、中間下
請での 63.9％、最終下請での 56.3％よりもかなり小さい。一方で元請では「成果物発
注型のソフトウェア開発」の割合が 27.7％と、中間下請・最終下請での比率よりも大
きくなっている。 

図表４-２ 最も件数の多い発注業務（問１５－１：ＳＡ） 

21.2

27.7

17.0

18.0

8.6

8.6

9.6

7.3

4.0

4.9

4.5

2.2

0.4

1.6

2.3

3.4

12.8

19.1

0.9

0.0

2.2

0.4

46.5

29.8

63.9

56.3

0.4

1.2

1.2

1.5

0.9

1.6

0.8

0.4

1.7

9.0

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=881）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）

コンサルティング 工数発注型の
ソフトウェア開発

成果物発注型の
ソフトウェア開発

ソフトウェア・
プロダクト開発

システム運用管理 情報処理 データ入力 業務運用

その他 無回答
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(3)  発注先との資本関係（問１６：ＭＡ） 

 発注先と回答企業との資本関係について尋ねたところ、回答企業全体、および元請・

中間下請・最終下請のいずれにおいても「資本関係がない会社」が９割前後と最も多

くなっている。一方「子会社」については、元請で 18.8％となっており、中間下請で
の 12.6％、最終下請の 7.3％よりも多くなっている。 

図表４-３ 発注先との資本関係（問１６：ＭＡ） 

88.9

13.8

13.4

4.9

86.2

17.8

18.8

5.5

93.9

16.1

12.6

6.1

91.0

7.8

7.3

3.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

資本関係が
ない会社

その他の資本関係
のある会社

子会社

親会社

(%)

全体
（n=881）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）
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(4)  発注先の資本金の把握状況（問１７：ＳＡ） 

 発注先の資本金の把握状況を尋ねたところ、全体の 58.8％で「発注先の資本金は、
ほとんど把握している」との回答が最も多かった。また、「発注先の資本金は、把握し

ているものとそうでないものがある」が 23.0％と次いで多くなっている。これを、元
請・中間下請・最終下請別にみると、中間下請では「発注先の資本金は、ほとんど把

握している」が 65.2％と、元請での 59.4％、最終下請での 55.5％より多くなってい
る。また、中間下請では「発注先の資本金は、把握しているものとそうでないものが

ある」についても 24.8％と元請や中間下請での比率よりもやや大きく、全体として中
間下請の企業において発注先の資本金の把握度合いが高いことがわかる。 

図表４-４ 発注先の資本金の把握状況（問１７：ＳＡ） 

58.8

55.5

23.0

21.5

24.8

23.3

5.1

4.6

4.3

4.9

4.4

8.2

59.4

65.2

3.4

2.6

8.6

11.1

3.0

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=881）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）

ほとんど
把握している

把握しているものと
そうでないもの

ほとんど
把握していない

主な発注先は
個人事業主である

無回答
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(5)  発注時点で書面による発注をした発注業務件数の割合（問１８：ＳＡ） 

 回答企業から発注先に対しての発注方法について、発注時点で書面による発注をし

た発注業務件数の割合を尋ねたところ、「全て書面で発注している」とした企業は全体

の 70.3％で最も多くなっている。また、「約 90％は書面で発注している」が 8.1％、「約
80％は書面で発注している」が 3.6％となっており、全体で書面で発注するケースは
かなり多いことがわかる。これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、全体の傾

向との差は大きくないが、中間下請においては、「全て書面で発注している」とする割

合が 77.8％と、元請での 66.8％、最終下請での 71.4％よりも高くなっている。 

図表４-５ 発注時点で書面による発注をした発注業務件数の割合（問１８：ＳＡ） 

6.6

6.7

5.6

7.8 3.7

8.1

9.5

7.4

6.1

70.3

66.8

77.8

71.4

8.6

11.1

8.2

0.4

1.7

0.7

1.2

1.3

1.2

1.4

2.6

4.0

3.6

1.2

0.4

0.6

0.8

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=881）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）

50％以下 約６０％ 約７０％ 約８０％ 約９０％ 全て わからない 無回答
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(6)  発注時点で書面による発注を行う理由（問１８－１：ＭＡ） 

 次に、発注時点で書面による発注を行っている回答企業に対して、発注時点で書面

による発注を行う理由を尋ねたところ、元請・中間下請・最終下請のいずれにおいて

も「トラブルを未然に防ぐため」とする割合が 90％を超えてもっとも多くなっている。
次に多いのは、「下請法で定められたため」であり、全体の 23.2％が回答している。
当該項目については中間下請では 29.7％と、元請での 22.4％、最終下請での 18.6％
よりも大きくなっている。 

図表４-６ 発注時点で書面による発注を行う理由（問１８－１：ＭＡ） 

94.5

23.2

8.5

1.8

4.7

94.3

22.4

11.0

2.5

6.0

95.4

29.7

10.0

0.0

2.3

95.3

18.6

5.1

1.9

5.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

トラブルを
未然に防ぐため

下請法が
適用になったため

ユーザの仕様変更が
多いため

特に理由はない

その他

(%)

全体
（n=780）

元請
（n=281）

中間下請
（n=219）

最終下請
（n=215）

 

 



 

- 資30 - 

(7)  発注時点で書面による発注を行わない理由（問１８－２：ＭＡ） 

 次に、全て書面で発注していると回答した企業以外の企業に対して、発注時点で書

面による発注を行わない理由を尋ねたところ、全体では、「これまでの慣習だから」が

29.1％と最も多く、これに「ユーザの仕様が固まらないから」22.9％、「発注先から要
望がないから」21.8％、「特にトラブルがなかったから」19.0％が次いでいる。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、「これまでの習慣だから」について

は、最終下請では 38.3％と高い割合になっているのが特徴である。そのほかの理由に
ついては、元請・中間下請・最終下請別の違いは大きくない。 

図表４-７ 発注時点で書面による発注を行わない理由（問１８－２：ＭＡ） 
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22.9

21.8

8.4
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0.0
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38.3

23.4
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8.5

4.3

25.5
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0.0 20.0 40.0 60.0

これまでの慣習だから

ユーザの仕様が
固まらないから

発注先から
要望がないから

特にトラブルが
なかったから

煩わしいから

特に理由はない

その他

(%)

全体
（n=179）

元請
（n=70）

中間下請
（n=43）

最終下請
（n=47）

 



 

- 資31 - 

(8)  発注時点で書面による発注を行う際の方法（問１９：ＭＡ） 

 回答企業が発注先に対して発注時点で書面による発注を行う際の方法を尋ねたとこ

ろ、元請・中間下請・最終下請のいずれにおいても「郵送」とする回答が最も多いが、

元請については 77.2％と、中間下請での 88.6％、最終下請の 88.8％より小さくなっ
ている。一方で、元請では「手渡し」と回答した割合が 69.4％と、中間下請の 43.4％、
最終下請の 39.5％よりもかなり大きくなっている。そのほか、「FAX」は全体の３割
強、「電子メール」が全体の３割弱となっている。また、「WEB」による発注について
は全体の 5.3％となっている。 

図表４-８ 発注時点で書面による発注を行う際の方法（問１９：ＭＡ） 
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（n=219）

最終下請
（n=215）
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(9)  発注書面に記載されている項目（問２０：ＳＡ） 

 発注時点の発注書面に記載されている項目について、その記載の程度を尋ねた。下

図はその回答の中で各項目についての回答企業全体での構成比と、「ほとんど記載さ

れている」とする割合を回答企業全体、および、元請・中間下請・最終下請別にみた

ものである。その結果、a)発注年月日、b)発注内容、d)納期、e)納品物件、f)金額、g)
支払期日、h)支払い方法、i)発注者名・受注者名、については、いずれも９割以上で
「ほとんど記載されている」としており、j)納入場所についても約９割で「ほとんど
記載されている」としている。これらは、元請・中間下請・最終下請別にみても同様

の結果となっている。一方で、c)知的財産権の帰属、については、「ほとんど記載され
ている」は 49.4％であり、これに「まあまま記載されている」の 10.8％を足し合わせ
ると約６割が記載されているとしている。 

図表４-９ 発注書面に記載されている項目（問２０：SA） 

99.1

90.0

96.5

91.2

90.1

98.7

88.7

10.5

5.8

1.9

0.5

19.1

0.6
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1.0
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0.6
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10.8 4.0

0.1

0.1

0.3
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0.6

0.4

0.3

0.9

0.6

1.0

0.8

0.6

0.9

0.8

0.6

0.5

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

a)発注年月日

b)発注内容

c)知的財産権の帰属

d)納期

e)納品物件

f)金額

g)支払期日

h)支払方法

i)発注者名・受注者名

j)納入場所

k)その他

ほとんど
記載されている

まあまあ
記載されている

あまり記載
されていない

ほとんど記載
されていない

無回答
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図表４-１０ 発注書面に記載されている項目（「ほとんど記載されている」）

の割合（問２０：SA） 
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(%)
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(10)  発注書の発行・記載がされない場合の対応（問２０－１：ＳＡ） 

 「書面での発注書がない」、あるいは、上記で示した発注書面の各項目の中で一つで

も「ほとんど記載されていない」ものがある企業に対して、発注書の発行・記載がさ

れない場合にどのような対応をしているかを尋ねた。その結果、全体の 52.2％が「発
行・記載の依頼を受けていない」としており、「発注書の発行・記載の依頼を受けたが、

未発行・未記載のままである」は 3.7％にとどまっている。これを、元請・中間下請・
最終下請別にみると大きな違いはみられないものの、最終下請においては「発行・記

載の依頼を受けていない」の割合が 61.4％となっており、元請での 52.0％、中間下請
での 48.8％よりも大きくなっている。 

図表４-１１ 発注書の発行・記載がされない場合の対応（問２０－１：ＳＡ） 

52.2

52.0

48.8

61.4

44.1

48.0

46.5

35.1

0.0

4.7

3.7

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=161）

元請
（n=50）

中間下請
（n=43）

最終下請
（n=57）

依頼を受けたが未発行・未記載 発行・記載の依頼をうけていない 無回答
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(11)  記載事項を記入していない場合の補充書面の適切な時期の交付（問２１：ＳＡ） 

 当初の発注書に正当な理由があり記載事項が記入されていない場合に、補充書面が

適切な時期に交付されているかを尋ねたところ、全体では 47.2％が「ほとんど交付し
ている」としており、これに「まあまま交付している」の 10.3％を足し合わせた 57.5％
で補充書面が適切な時期にほぼ交付されていることが分かる。一方で、「あまり交付し

ていない」が 6.8％、「ほとんど交付していない」が 8.5％となっており、その他、「補
充書面はそもそもいらない」とする割合が 21.0％となっている。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみても、大きな違いはみられないが、中間

下請では「ほとんど交付している」割合が 51.6％となっており、元請での 45.6％、最
終下請での 44.2％より多くなっているのが特徴である。 

図表４-１２ 記載事項を記入していない場合の補充書面の適切な時期の交付 

（問２１：ＳＡ） 
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20.6
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24.2
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6.4

5.5

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=780）

元請
（n=281）

中間下請
（n=219）

最終下請
（n=215）

ほとんど
交付している

まあまあ
交付している

あまり
交付していない

ほとんど
交付していない

補充書面は
そもそもいらない

無回答
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(12)  発注先との取引の記録（問２２：ＳＡ） 

 発注先としての回答企業に対して、発注先との取引の記録の状況を尋ねたところ、

「取引のすべてを記録している」が 87.2％と多くを占めており、これに「取引の一部
を記録している」の 11.0％を足し合わせると、回答企業のほとんどで取引の記録が行
われていることが分かる。なお、これを元請・中間下請・最終下請別にみても結果は

ほとんど同じになっている。 

図表４-１３ 発注先との取引の記録（問２２：ＳＡ） 

87.2

85.8

89.5

87.9

11.0

12.5

9.1

10.2

0.5

0.0

0.4

0.4

1.4

1.4

1.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=780）

元請
（n=281）

中間下請
（n=219）

最終下請
（n=215）

取引の全てを記録している 取引の一部を記録している 全く記録していない 無回答
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(13)  発注先との取引上の記録の保存（問２３：ＭＡ） 

 次に、発注先との取引の記録の保存について尋ねたところ、全体の 88.9％では、「紙
ベースをファイリングして保存」しており、それに次いで「電子データを保存」が

48.3％で多くなっている。この結果については、元請・中間下請・最終下請別にもほ
とんど差がみられない。 

図表４-１４ 発注先との取引上の記録の保存（問２３：ＭＡ） 

48.3

90.5

3.3

0.5

0.7

8.9

88.9

0.7

47.8

86.6

12.3
8.8

89.4

50.0

0.9

50.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

紙ベースを
ファイリングして保存

電子データを保存

紙を電子化して保存

その他

(%)

全体
（n=766）

元請
（n=276）

中間下請
（n=216）

最終下請
（n=211）
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(14)  発注者である場合の取引で発注先に対応してもらった行為（問２４：ＭＡ） 

 回答企業が発注者である場合の取引で発注先に対応してもらった行為を尋ねたとこ

ろ、「いずれもない」が全体の 59.7％と最も多くなっている。一方で、何らかの対応
をしてもらった行為についてみると、「受注単価を自社で決め、その額で対応してもら

った」が 15.9％と最も多く、それに「代金の支払期日の延長に対応してもらった」の
6.8％が続いている。これらの結果は、元請・中間下請・最終下請別にみてもほぼ同様
となっている。 

図表４-１５ 発注者である場合の取引で発注先に対応してもらった行為（問２４：ＭＡ） 

6.8
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0.6
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0.0
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0.9
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14.2
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1.8
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4.3

6.5

0.0

1.3

17.8

5.2

1.3

0.0

6.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

受注単価を決め対応してもらった

支払期日の延長に対応してもらった

発注後キャンセルをさせてもらった

決めた代金から値引きしてもらった

無償でやり直しをしてもらった

商品の購入をしてもらった

無償の作業手伝いをしてもらった

手形サイトの長期対応

協力金を支出してもらった

その他

いずれもない

(%)

全体
（n=881）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）
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(15)  情報サービスに係わる下請代金支払遅延等防止法の認知（問２５：ＳＡ） 

 下請法（下請代金支払遅延等防止法）の内容の認知度について尋ねたところ、全体

の 42.3％は「内容をほとんど知っていた」としており、これに「内容をまあまあ知っ
ていた」の 33.9％をあわせると、76.2％の企業で下請法の内容を知っていたことがわ
かる。一方で、「内容をほとんど知らなかった」は 11.7％、「法律の存在すら知らなか
った」は 2.7％であった。 
 これを元請・中間下請・最終下請別にみると、元請においては「内容をほとんど知

らなかった」、「法律の存在すら知らなかった」がそれぞれ 16.3％、4.6％と、中間下
請・最終下請での回答割合よりも大きくなっており、認知度が相対的に低いことが分

かる。逆に、中間下請では「内容をほとんど知っていたが 56.1％となっており、認知
度が高くなっている。 

図表４-１６ 情報サービスに係わる下請代金支払遅延等防止法の認知（問２５：ＳＡ） 

42.3

37.2

56.1

40.0

33.9

30.5

31.3

42.4

11.7

16.3

7.8

7.3

4.6

9.3

11.4

4.3

8.6

1.6

0.4

2.7
0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=881）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）

内容をほとんど
知っていた

内容をまあまあ
知っていた

内容をほとんど
知らなかった

法律の存在すら
知らなかった

無回答
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(16)  発注先との関係の改善（問２６：ＳＡ） 

 情報サービスに係る委託取引が下請法の対象となった 2004 年４月１日以降、発注
先との関係が改善されたかを尋ねたところ、全体では 60.2％で、「そもそも問題がな
い、わからない」との回答が最も多くなっている。次に多いのが、「一部改善された」

の 16.2％であり、これに「多くが改善された」の 8.3％をあわせると、３割近くが改
善されたとしている。一方で、「改善されていない」割合が 5.0％ある。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、中間下請において、「そもそも問題

がない、わからない」が 55.2％と元請での 65.2％、最終下請での 60.0％よりも小さ
く、中間下請において下請法の対象となる以前において問題点が多かったことが示唆

される。また、中間下請では、情報サービスに係る委託取引が下請法の対象となった

2004年４月１日以降、発注先との関係について、「多くが改善された」「一部改善され
た」がそれぞれ 13.5％、22.6％と元請・最終下請での回答割合よりも大きくなってお
り、下請法の対象となったことによる発注先との関係の改善度合いが大きいことが分

かる。 

図表４-１７ 発注先との関係の改善（問２６：ＳＡ） 

8.3

6.2

13.5

7.3

16.2

11.4

22.6

15.9

5.0

4.6

3.9

6.9

10.3

12.6

4.8

9.8

65.2

60.2

55.2

60.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=881）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）

多くが
改善された

一部
改善された

改善されて
いない

そもそも問題がない、
わからない

無回答
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(17)  改善された点（問２６－１：ＭＡ） 

 2004年４月１日以降、発注先との関係が「多くが改善された」あるいは「一部改善
された」と回答した企業に対して、どのような点が改善されたかを尋ねたところ、全

体では「代金の支払い期限を守るようになった」が 26.9%と最も多くなっている。ま
た、これに次いで多くみられるのが、「通常の社内単価を認めるようになった」が

9.7％、「代金支払いの手形のサイトを短くした」が 8.3％となっている。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、大きな差はみられないが、「代金の

支払い期限を守るようになった」について、中間下請での回答割合が 22.9％と、元請
での 31.6％、最終下請での 29.8％よりもやや小さくなっている。また、「代金支払い
の手形のサイトを短くした」について、最終下請での回答割合が 15.8％と、元請での
3.5％、中間下請での 7.2％より大きいことが特徴としてみられる。 
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図表４-１８ 改善された点（問２６－１：ＭＡ） 
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0.0
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支払期限を
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社内単価を
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手形のサイトを
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最終下請
（n=57）
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(18)  下請法改正による発注者としての体制面での変化（問２７：ＭＡ） 

 下請法改正による発注者としての体制面での変化について尋ねたところ、全体では

「特に変化はない、わからない」が 57.3％と最も多くなっているが、変化があった内
容としては、「社内説明会や外部セミナーを受講するなど、法律内容の理解を深めてい

る」が 26.6％と最も多くなっている。その他、「発注先を統括的、一元的に管理する
専任担当者をおいた」が 4.1％、「発注先を統括的、一元的に管理するセクションをお
いた」が 2.8％となっている。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみたところ、変化のあった点としては、「社

内説明会や外部セミナーを受講するなど、法律の内容の理解を深めている」について、

中間下請での回答割合が 32.6％と元請での 23.4％、最終下請での 25.3％よりも大き
くなっていることが挙げられる。 

図表４-１９ 下請法改正による発注者としての体制面での変化（問２７：ＭＡ） 
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2.6

25.3
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専任担当者をおいた

管理する
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その他

(%)
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（n=881）
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（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=245）
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５． 受発注 EDIについて 

(1)  受発注ＥＤＩの認知（問３３：ＳＡ） 

 受発注 EDI の認知度を尋ねたところ、全体では 74.1％が「知っている」としてお
り、「知らない」のは 23.8％であった。これを元請・中間下請・最終下請別にみると、
元請、中間下請では、いずれも８割弱の企業では「知っていると」しているが、最終

下請では「知っている」とする割合は 68.1％と元請・中間下請よりやや小さくなって
いる。 

図表５-１ 受発注ＥＤＩの認知（問３３：ＳＡ） 

74.1

79.1

77.8

68.1

23.8

20.0

21.7

30.5 1.4

0.4

0.9

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
（n=998）

元請
（n=325）

中間下請
（n=230）

最終下請
（n=361）

知っている 知らない 無回答
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(2)  受発注件数に対する受発注ＥＤＩの利用割合（問３４：ＳＡ） 

 受発注件数に対する受発注 EDIの利用割合を尋ねたところ、全体では 51.9％で「利
用していない」が最も多くなっており、これに「約 10％利用している」の 15.4％が
次いでいる。「約半数利用している」及び「約 60％以上利用している（「約 60％利用
している」から「すべて利用している」の合計）」を足し合わせると 16.1％となって
おり、利用度合いは全体としてあまり高くないことが分かる。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、中間下請において「利用していな

い」が 44.7％と低い反面、「約 60％以上利用している」が 13.4％となるなど、元請・
最終下請よりも受発注 EDIを利用している割合がやや高いことが窺われる。 

図表５-２ 受発注件数に対する受発注ＥＤＩの利用割合（問３４：ＳＡ） 
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8.6

13.4

3.2

8.3

1.6

0.4
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利用していない 約１０％ 約２０％ 約３０％ 約４０％ 約半数 約６０％以上 無回答
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(3)  利用している受発注ＥＤＩの型（問３５：ＭＡ） 

 次に、受発注 EDI を利用している企業に対して、利用している受発注 EDIの型を
尋ねたところ、全体では「Web-EDI」が 81.0％と最も多くなっている。次いで多いの
が、「E-mail-EDI」の 28.4％となっている。これは元請・中間下請・最終下請別にも
大きな違いはみられないが、中間下請においては「Web-EDI」の割合が 89.6％と、元
請での 78.1％、最終下請での 77.1％よりも高くなっている。 

図表５-３ 利用している受発注ＥＤＩの型（問３５：ＭＡ） 
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ＶＡＮ
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(%)

全体
（n=348）

元請
（n=114）

中間下請
（n=96）

最終下請
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(4)  受発注ＥＤＩで行っている業務（問３６：ＭＡ） 

 次に、受発注 EDI を利用している企業に対して、受発注 EDIで行っている業務を
尋ねたところ、全体では、「発注書に関する業務」が 81.0％と最も多く、これに「見
積もりに関する業務」が 72.7％で次いでいる。その他、「請求」が 42.8％、「支払」が
28.4％、「契約書に関する業務」が 23.3％、「案件紹介」が 22.1％、「進捗管理」が
11.5％となっている。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、概ね同様の傾向が見られるが、特

徴的なのは、元請では「見積もりに関する業務」「請求」において中間下請や最終下請

よりも受発注 EDIで行っている割合が小さいことが挙げられる。 

図表５-４ 受発注ＥＤＩで行っている業務（問３６：ＭＡ） 
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(5)  受発注ＥＤＩで交換しているデータ（問３７：ＭＡ） 

 次に、受発注 EDI を利用している企業に対して、利用している受発注 EDIで交換
しているデータを尋ねたところ、全体では「金額」が 94.0％と最も多いが、「納期」「受
発注年月日」「発注者名・受注者名」については、いずれも９割を超えて多く交換され

ているデータであることが分かる。また、「納入物件」「納入数量」「業務内容」「納入

場所」についても８割前後となっており、多く交換されているデータであると考えら

れる。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると回答割合の傾向はほぼ同じであるが、

中間下請においては、ほぼすべてのデータにおいて回答割合が高く、より多くのデー

タが受発注 EDIによって交換されていることが窺われる。 
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図表５-５ 受発注ＥＤＩで交換しているデータ（問３７：ＭＡ） 
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(6)  受発注ＥＤＩ導入によって得られた効果（問３８：ＭＡ） 

 受発注 EDI を利用している企業に対して、受発注 EDI 導入によって得られた効果
を尋ねたところ、全体では「事務作業が効率化・迅速化された」が 74.4％と最も多く
なっている。これに次いで多いのは、「印紙の貼付などが不要になった」33.6％、「人
為的ミスが排除された」32.2％、「人件費・通信費など、経費が削減された」29.6％と
なっている。 
 この結果を、元請・中間下請・最終下請別に見ると、特徴的なのは、中間下請にお

いて「印紙の貼付などが不要になった」「人為的ミスが排除された」「人件費・通信費

など、経費が削減された」の割合が元請・最終下請での割合よりも大きくなっている

ことが挙げられる。一方で、元請においては「EDIデータを社内業務に活用できた」
とする割合が 26.3％と、中間下請・最終下請での割合よりも大きくなっている。 
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図表５-６ 受発注ＥＤＩ導入によって得られた効果（問３８：ＭＡ） 
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(7)  受発注ＥＤＩの導入・拡大の際に困ったこと（問３９：ＭＡ） 

 受発注 EDI を利用している企業に対して、受発注 EDI の導入・拡大の際に困った
ことを尋ねたところ、全体では「特にない」が 42.5％と最も多く、受発注 EDI の導
入・拡大の際の問題点は少ないことが窺われる。一方で、受発注 EDIの導入・拡大の
際に困ったこととしては、「社内の業務処理の変更」が 20.7％と最も多く、これに、
「インフラの整備」16.4％、「社内システムの接続・調整」14.1％が続いている。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、最終下請では「特にない」が 52.3％
となっており、元請での 36.8％、中間下請での 40.6％よりも多くなっており、逆にみ
ると、元請・中間下請・最終下請の順に問題点が多いことが窺われる。具体的な問題

点については、元請・中間下請・最終下請での違いは大きくはないが、中間下請では

「社内の業務処理の変更」「社内リソースの確保」とする割合が元請・最終下請に比べ

てやや高く、元請については、「社内システムの接続・調整」「社内の各部門の調整、

説得」の回答割合が中間下請・最終下請に比べてやや高いのが特徴である。 
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図表５-７ 受発注ＥＤＩの導入・拡大の際に困ったこと（問３９：ＭＡ） 
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(8)  受発注ＥＤＩを利用した取引をしている範囲（問４０：ＭＡ） 

受発注 EDI を利用している企業に対して、受発注 EDIを利用した取引をしている
範囲を尋ねたところ、全体では「資本関係がない会社」が 83.0％と最も多くなってい
る。このほか、「（親会社、子会社・個人以外の）その他の資本関係のある会社」が

14.1％、「親会社」が 12.9％、「子会社・個人」が 10.6％、「銀行など金融機関」が 9.5％
と 10％前後となっている。 
これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、大きな違いはみられないが、元請

では「資本関係がない会社」とする割合がやや低くなっている。反面、元請では「そ

の他の資本関係のある会社」「親会社」「子会社・個人」など、資本関係のある会社と

の間の取引で受発注 EDIを利用した取引が多くなっていることが分かる。 

図表５-８ 受発注ＥＤＩを利用した取引をしている範囲（問４０：ＭＡ） 
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(9)  今後受発注ＥＤＩの利用意向（問４１：ＳＡ） 

受発注 EDI を利用している企業に対して、受発注 EDIを利用した取引をしている
範囲を尋ねたところ、全体では「既に利用しており、今後も受発注 EDIは利用したい」
が 38.6％と最も多く、これに「利用していないが、今後は受発注 EDIを利用したい」
の 18.6％を足し合わせると、全体の６割近くが今後の利用意向を持っていることが分
かる。逆に利用意向がない企業はほとんどなく、残りは「分からない」あるいは「特

に考えていない」となっている。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、中間下請において「既に利用して

おり、今後も受発注 EDIは利用したい」が 45.8％、「利用していないが、今後は受発
注 EDI を利用したい」が 21.2％となっており、今後の利用意向の度合いが高くなっ
ている。 

図表 ５-９ 今後受発注ＥＤＩの利用意向（問４１：ＳＡ） 

18.6

11.2

26.1

34.1

4.5

1.2

13.8

25.2

23.5

1.1

3.8

38.6

0.8

11.3

16.7

35.8

3.5
3.4

45.8

7.3

19.0

21.2

1.1

19.5

0.0 20.0 40.0 60.0

今後も利用したい

今後は利用したい

今後も利用しない

今後は利用しない

わからない

特に考えていない

(%)

全体
（n=740）

元請
（n=257）

中間下請
（n=179）

最終下請
（n=246）
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６． 取引全体の傾向として感じること（問４２：ＭＡ） 

 回答企業に対して、取引全体の傾向として感じることを尋ねたところ、全体では「人

月単価の下降」が 46.3％と最も多く、これに、「案件の短納期化」35.5％、「発注者に
よる受注者の選別」30.8％が続いており、受注者側には厳しい環境になりつつあるこ
とが分かる。 
 これを、元請・中間下請・最終下請別にみると、いずれの項目に対しても元請での

回答割合が低くなっていることがまず特徴としてあげられる。その中で、元請と中間

下請・最終下請での格差が特に大きいのは、「人月単価の下降」であり、元請では

32.0％であるのに対して、中間下請・最終下請では、それぞれ 60.3％、54.6％となっ
ている。 
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図表６-１ 取引全体の傾向として感じること（問４２：ＭＡ） 
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資料Ⅱ アンケート調査票                    

 

情報サービス業界の委託取引等に関するアンケート調査 

 
2004年 11月 

UFJ総合研究所 
 

 このアンケート調査は、（株）UFJ総合研究所が、経済産業省の委託を受けて行う「情

報サービス業界の委託取引等に関する調査研究」の一環として、企画し実施させて頂く

ものです。別紙に記載させて頂いております本調査の趣旨をご理解いただき、ご協力頂

けますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 

～ ご記入にあたって ～ 
 

○  ご記入は黒または青のボールペン、万年筆、濃いめの鉛筆をご使用ください。 

○  ご回答は、直接   の中に記入してください。回答項目が用意されている場合は、

あてはまる項目の番号に○印を記入してください。問によっては、回答を自由にご

記入頂くものもあります。また「その他（    ）」にあてはまる場合は、ご面倒

でもなるべく詳しくご記入ください。 

○  この調査は無記名式で、統計的に処理致しますので、個人の意見や考えなどが公表

されることは一切ありません。ご自由にお答えください。 

○  個人で事業を行っている方は、大変恐縮ですが、文中の「貴社」を「あなた」など

に読み替えてご回答ください。 

○  ご記入頂きましたアンケート用紙は、お手数ですが、同封の返信用封筒（切手不要）
に入れて、11 月 26 日（金）までにポストに投函してください。 

 
○ この調査に関するお問い合わせは、下記までお願い致します。 

－ 調査の主旨・目的について 

 経済産業省商務情報政策局情報処理振興課 TEL：03-3501-2646 担当：山田和伸 

－ アンケートの記入方法、設問内容について 

 ㈱UFJ総合研究所 経済・社会政策部 TEL：03-3572-9033 担当：豊島、横山、谷川 

 お問い合わせ受付時間：月～金曜日 午前 10時～午後 5時 
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◎まずはじめに、全ての方がお答えください 

 
問1 貴社の資本金規模などについて、あてはまるもの１つに○をつけてください。 
1. 個人 
2. 1千万円以下 
3. 1千万円超 5千万円以下 

4. 5千万円超 1億円以下 
5. 1億円超 3億円以下 
6. 3億円超 

 
問2 貴社の資本系列について、あてはまるもの１つに○をつけてください。 
1. メーカ系 
2. 通信系 
3. ユーザ系 

4. 独立系 
5. その他 
（具体的に：          ）

注） メーカ系：コンピュータメーカの出資比率が 50％以上であるなど、経営上コンピュータメ
ーカの影響力が大きい企業を指します。 

通 信 系：通信会社の出資比率が 50％以上であるなど、経営上通信会社の影響力が大きい
企業を指します。 

ユーザ系：事業会社（コンピュータメーカ、通信会社、海外企業を除く）の出資比率が 50％
以上であるなど、経営上事業会社の影響力が大きい企業を指します。 

独 立 系：メーカ、通信会社、顧客企業から資本的に独立しており、メーカ系、通信系、
ユーザ系のいずれにもあてはまらない企業を指します。 

そ の 他：海外企業の出資比率が 50％以上の企業、及び各種団体、個人などを指します。 
 
問3 下図を参考にして、貴社の取引状況について、あてはまるもの全てに○をつけて
ください。 

最終
ユーザ

１．元請
最終ユーザから受注し、
他の情報サービス事業者に発
注するもの

２．中間下請
情報サービス事業者から受注
した業務を、他の情報サービス
事業者に発注するもの

３．最終下請
情報サービス事業者から受託
した業務の全てを自ら処理す
るもの

情報サービス業界における委託取引の流れ

 
 

1. 元請として業務を行っている 
2. 中間下請として業務を行っている 
3. 最終下請として業務を行っている 

 
問 3-1 最も件数の多い取引状況はどれですか。番号を 1 つご記入下さ
い。  

 
 

問 3において・・・ 

「３．」のみに○をつけた場合 →【問 4～14】と【問 33以降】の設問をお答えください

それ以外の場合  →【問 4以降】の設問全てをお答えください 
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◎貴社が受注した情報サービス関連業務の取引状況についてお伺いします。 

 貴社が『受注者』となったときの立場でお答えください。 

 なお、問 3-1で「１．」と回答した方は、ユーザとの取引を想定してお答えください。 

 それ以外の方は、情報サービス事業者との取引を想定してお答えください。 
 
問4 主に貴社が受注者となって行っている業務はなんですか。あてはまるもの全てに
○をつけてください。 

1. コンサルティング 
2. 工数請負型のソフトウェア開発 
3. 成果物請負型のソフトウェア開発 
4. ソフトウェア・プロダクト開発 
5. システム運用管理 

6. 情報処理（受託計算など） 
7. データ入力 
8. 業務運用 
9. その他 
（具体的に： ）

 

問 4-1 最も件数の多い受注業務はどれですか。番号を 1つご記入下さい。  
 
 

◆ここからは貴社が2004年4月1日以降に受注した主な業務についてお伺いします。 
 
問5 貴社への発注方法は書面によるものですか（電子書面を含む）。受注した仕事のう
ち、発注時点で書面による発注が行われている受注業務件数の割合について、あ

てはまるもの 1つに○をつけてください。 
1. 書面での発注は全くない 
 →【問 5-2】へ 

2. 約 10%は書面で発注されている 
3. 約 20%は書面で発注されている 
4. 約 30%は書面で発注されている 
5. 約 40%は書面で発注されている 
6. 約半分は書面で発注されている 

7. 約 60%は書面で発注されている 
8. 約 70%は書面で発注されている 
9. 約 80%は書面で発注されている 
10. 約 90%は書面で発注されている 
11. 全て書面で発注されている 
12. わからない →【問 9】へ 

 
問 5-1 発注企業が受注者である貴社に、発注時点で書面による発注を行う理由はな
んだと思いますか。あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. トラブルを未然に防ぐため 
2. ユーザの仕様変更が多いため 
3. 下請法で定められたため 

4. 特に理由はない、わからない 
5. その他（具体的に：       ）

→全て書面で発注されている場合、【問 6】へ 
 
問 5-2 発注企業が受注者である貴社に、発注時点で書面による発注を行わない理由
はなんだと思いますか。あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. これまでの慣習だから 
2. 特にトラブルがなかったから 
3. ユーザの仕様が固まらないから 
4. 煩わしいから 

5. 受注者から要求しないから 
6. 特に理由はない、わからない 
7. その他 
（具体的に：          ）

→書面での発注が全くされていない方は【問 7-1】へ 



 

- 資62 - 

 

問6 発注企業が受注者である貴社に、発注時点で書面による発注を行う際の方法はな
んですか。あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. 郵送 
2. FAX 
3. 電子メール 

4. WEB 
5. 手渡し 
6. その他（具体的に：       ）

 
問7 発注時点の発注書面に記載されている項目について、a)～k)のそれぞれの項目につい
て、１～４のうち、あてはまるもの１つに○をつけてください。 

 

ほ
と
ん
ど
記
載 

さ
れ
て
い
る 

ま
あ
ま
あ
記
載 

さ
れ
て
い
る 

あ
ま
り
記
載 

さ
れ
て
い
な
い 

ほ
と
ん
ど
記
載 

さ
れ
て
い
な
い 

a) 発注年月日 １ ２ ３ ４ 

b) 発注内容 １ ２ ３ ４ 

c) 知的財産権の帰属 １ ２ ３ ４ 

d) 納期 １ ２ ３ ４ 

e) 納品物件 １ ２ ３ ４ 

f) 金額 １ ２ ３ ４ 

g) 支払期日 １ ２ ３ ４ 

h) 支払方法（手形の場合は金額及び満期） １ ２ ３ ４ 

i) 発注者名・受注者（貴社）名 １ ２ ３ ４ 

j) 納入場所 １ ２ ３ ４ 

k) その他（具体的に：              ） １ ２ ３ ４ 
 
問 7-1 「書面での発注書がない」方または、「a)～k)の中で一つでも４に○をつけ
た」方のみお答えください。 
発注書の発行・記載がされない場合、どのような対応をしていますか。あ

てはまるもの 1つに○をつけてください。 
1. 発注書の発行・記載を依頼したが、未発行・未記載のままである 
2. 発注書の発行・記載を依頼していない 
→書面での発注が全くされていない方は【問 9】へ 
 
問8 当初の発注書に正当な理由があり記載事項が記入されていない場合に、補充書面
は適切な時期に交付されていますか。あてはまるもの１つに○をつけてください。 

1. ほとんど交付されている 
2. まあまあ交付されている 
 

3. あまり交付されない 
4. ほとんど交付されない 
5. 補充書面はそもそもいらない 

注１)「正当な理由」とは、取引の性質上、委託した時点では具体的記載事項の内容を定めるこ
とができないと客観的に認められる理由のこと 

注２）「補充書面」とは、当初書面に記載されていない事項について、その内容確定後、当該事

項を記載した書面のこと 
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問9 貴社が受注者である場合の取引で、次のような行為を受けたことがありますか。
あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. 決まった支払期日までに代金が支払われなかった 
2. 発注者が決めた低い単価を一方的に押しつけられた 
3. 発注者から商品やサービスの購入依頼を受けた 
4. 自社に責任がないのに、納入拒否や一方的な契約解除をされた 
5. 自社に責任がないのに、発注者から無償でやり直しを求められた 
6. 自社に責任がないのに、発注の際に決めた代金から値引きされた 
7. 代金支払いの手形のサイトが長期であったため、手形が割り切れなかった 
8. 協力金、協賛金、賛助金などを支出するよう求められた 
9. 契約外となる無償の社員派遣、作業手伝いをさせられた 
10. その他（具体的に： ）

11. いずれもない 
 
問10 2004 年 4 月 1 日以降、情報サービスに係る委託取引が下請法（下請代金支払遅
延等防止法）の対象となりましたが、法律の内容は知っていましたか。あてはま

るもの１つに○をつけてください。 
1. 内容をほとんど知っていた 
2. 内容をまあまあ知っていた 

3. 内容をほとんど知らなかった 
4. 法律の存在すら知らなかった 

 
問11 2004 年 4 月 1 日以降、発注企業との関係は改善されたと思いますか。あてはま
るもの１つに○をつけてください。 

1. 多くが改善された 
2. 一部改善された 
3. 改善されていない →【問 12】へ 
4. そもそも問題がない、わからない →【問 12】へ 

 
問 11-1 どのような点が改善されたと思いますか。あてはまるもの全てに○をつけ
てください。 

1. 代金の支払い期限を守ってもらえるようになった 
2. 通常の社内単価を認めてもらえるようになった 
3. 商品やサービスの購入をしなくてよくなった 
4. 納入拒否や一方的な契約解除をされなくなった 
5. 無償でのやり直しをしなくてよくなった 
6. 発注の際に決めた代金を支払われるようになった 
7. 代金支払いの手形のサイトが長期でなくなった 
8. 協力金、協賛金、賛助金などを支出するように求められなくなった 
9. 契約外となる無償の社員派遣、作業手伝いをしなくてよくなった 
10. その他（具体的に： ）
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問12 現行の情報サービス業界の委託取引や契約慣行に際して、貴社にとって、変更で
きたら望ましいことや、変更すべきと考える点はありますか。ご自由にお書きく

ださい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問13 情報サービス業界が下請法の対象となったことで、なにか不都合な点がありまし
たか。ご自由にお書きください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問14 政府調達に関して、政府（自治体を含む）に望むことはありますか。ご自由にお
書きください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
◎貴社から他の事業者に対して、 

情報サービス関連業務を少しでも発注している場合  →【問 15】へ 

◎貴社から他の事業者に対して、 

情報サービス関連業務を全く発注していない場合   →【問 33】へ 
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◎貴社が情報サービス事業者に発注した業務の取引状況についてお伺いします。 

 貴社が『発注者』となったときの立場でお答えください。 

 
問15 主に貴社が発注者となって情報サービス事業者に発注する業務はなんですか。あ
てはまるもの全てに○をつけてください。 

1. コンサルティング 
2. 工数発注型のソフトウェア開発 
3. 成果物発注型のソフトウェア開発 
4. ソフトウェア・プロダクト開発 
5. システム運用管理 

6. 情報処理（受託計算など） 
7. データ入力 
8. 業務運用 
9. その他 
（具体的に： ）

 

問15-1 最も件数の多い発注業務はどれですか。番号を1つご記入下さい。  
 

 
◆ここからは貴社が2004年4月1日以降に発注した主な業務についてお伺いします。 

 
問16 発注先と貴社との資本関係について、あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. 親会社 
2. 子会社 

3. その他の資本関係のある会社 
4. 資本関係がない会社 

 
問17 発注先の資本金の把握状況について、あてはまるもの１つに○をつけてください。 

1. 発注先の資本金は、ほとんど把握している 
2. 発注先の資本金は、把握しているものとそうでないものがある 
3. 発注先の資本金は、ほとんど把握していない 
4. 主な発注先は個人事業主である 

 
問18 貴社から発注先に対しての発注方法は書面によるものですか（電子書面を含む）。
発注した仕事のうち、発注時点で書面による発注をした発注業務件数の割合につ

いて、あてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 書面での発注は全くない 
 →【問 18-2】へ 

2. 約 10%は書面で発注している 
3. 約 20%は書面で発注している 
4. 約 30%は書面で発注している 
5. 約 40%は書面で発注している 
6. 約半分は書面で発注している 

7. 約 60%は書面で発注している 
8. 約 70%は書面で発注している 
9. 約 80%は書面で発注している 
10. 約 90%は書面で発注している 
11. 全て書面で発注している 
12. わからない →【問 24】へ 
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問 18-1 貴社が発注先に対して、発注時点で書面による発注を行う理由はなんです
か。あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. トラブルを未然に防ぐため 
2. ユーザの仕様変更が多いため 
3. 下請法が適用になったため 
4. 特に理由はない 
5. その他（具体的に： ） 
 →全て書面による発注を行っている場合、【問 19】へ 
 
問 18-2 貴社の発注先に対して、発注時点で書面による発注を行わない理由はなん
ですか。あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. これまでの慣習だから 
2. 特にトラブルがなかったから 
3. ユーザの仕様が固まらないから 
4. 煩わしいから 

5. 発注先から要望がないから 
6. 特に理由はない 
7. その他 
（具体的に：          ）

 →書面による発注を全く行っていない場合は【問 20-1】へ 
 
問19 貴社が発注先に対して、発注時点で書面による発注を行う際の方法はなんですか。
あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. 郵送 
2. FAX 
3. 電子メール 

4. WEB 
5. 手渡し 
6. その他（具体的に：       ）

 
問20 発注書面に記載している項目について、a)～k)のそれぞれの項目について、１～４の
うち、あてはまるもの１つに○をつけてください。 

 

ほ
と
ん
ど
記
載 

し
て
い
る 

ま
あ
ま
あ
記
載 

し
て
い
る 

あ
ま
り
記
載 

し
て
な
い 

ほ
と
ん
ど 

記
載
し
て
な
い 

a) 発注年月日 １ ２ ３ ４ 

b) 発注内容 １ ２ ３ ４ 

c) 知的財産権の帰属 １ ２ ３ ４ 

d) 納期 １ ２ ３ ４ 

e) 納品物件 １ ２ ３ ４ 

f) 金額 １ ２ ３ ４ 

g) 支払期日 １ ２ ３ ４ 

h) 支払方法（手形の場合は金額及び満期） １ ２ ３ ４ 

i) 発注者（貴社）名・受注者名 １ ２ ３ ４ 

j) 納入場所 １ ２ ３ ４ 

k) その他（具体的に：              ） １ ２ ３ ４ 
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問 20-1 「書面での発注書はしていない」または、「a)～k)の中で一つでも４に○
をつけた」方のみお答えください。 
発注書の発行・記載をしていない場合、どのような対応をしていますか。

あてはまるもの全てに○をつけてください。 
1. 発注書の発行・記載の依頼をうけたが、未発行・未記載である 
2. 発注書の発行・記載の依頼をうけていない 
 →書面による発注を全く行っていない場合は【問 24】へ 
 
問21 当初の発注書に正当な理由があり記載事項を記入していない場合に、補充書面は
適切な時期に交付していますか。あてはまるもの１つに○をつけてください。 

1. ほとんど交付している 
2. まあまあ交付している 
 

3. あまり交付していない 
4. ほとんど交付していない 
5. 補充書面はそもそもいらない 

注１)「正当な理由」とは、取引の性質上、委託した時点では具体的記載事項の内容を定めるこ
とができないと客観的に認められる理由のこと 

注２）「補充書面」とは、当初書面に記載されていない事項について、その内容確定後、当該事

項を記載した書面のこと 
 
問22 貴社は発注先との取引を記録していますか。あてはまるもの 1つに○をつけてく
ださい。 

1. 取引の全てを記録している 
2. 取引の一部を記録している 

3. 全く記録していない →【問 24】へ
 

 
問23 貴社は発注先との取引上の記録はどのように保存していますか。あてはまるもの
全てに○をつけてください。 

1. 紙ベースをファイリングして保存 
2. 紙を電子化して保存 

3. 電子データを保存 
4. その他（具体的に：       ）

 
問24 貴社が発注者である場合の取引で、次のような行為を発注先に対応してもらった
ことがありますか。あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. 代金の支払期日の延長に対応してもらった 
2. 受注単価を自社で決め、その額で対応してもらった 
3. 商品やサービスの購入をしてもらった 
4. 自社の事情によって、発注後のキャンセルをさせてもらった 
5. 自社の事情によって、無償で納品後のやり直しをしてもらった 
6. 自社の事情によって、発注の際に決めた代金から値引きしてもらった 
7. 代金支払いの手形のサイトを長期で対応してもらった 
8. 協力金、協賛金、賛助金などを支出してもらった 
9. 契約外となる無償の社員派遣、作業手伝いをしてもらった 
10. その他（具体的に： ） 
11. いずれもない 
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問25 2004 年 4 月 1 日以降、情報サービスに係る委託取引が下請法（下請代金支払遅
延等防止法）の対象となりましたが、法律の内容は知っていましたか。あてはま

るもの１つに○をつけてください。 
1. 内容をほとんど知っていた 
2. 内容をまあまあ知っていた 

3. 内容をほとんど知らなかった 
4. 法律の存在すら知らなかった 

 
問26 2004 年 4 月 1 日以降、発注先との関係は改善されたと思いますか。あてはまる
もの１つに○をつけてください。 

1. 多くが改善された 
2. 一部が改善された 
3. 改善されていない →【問 27】へ 
4. そもそも問題がない、わからない →【問 27】へ 

 
問 26-1 どのような点が改善されたと思いますか。あてはまるもの全てに○をつけ
てください。 

1. 代金の支払い期限を守るようになった 
2. 通常の社内単価を認めるようになった 
3. 商品やサービスの購入を依頼しなくなった 
4. 納入拒否や一方的な契約解除をしなくなった 
5. 無償でのやり直しを依頼しなくなった 
6. 発注の際に決めた代金を支払うようになった 
7. 代金支払いの手形のサイトを短くした 
8. 協力金、協賛金、賛助金などを依頼しなくなった 
9. 契約外となる無償の社員派遣、作業手伝いを依頼しなくなった 
10. その他（具体的に： ）

 
問27 下請法が改正されたことによって、発注者として体制面での変化はありましたか。
あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1. 発注先を統括的、一元的に管理する専任担当者をおいた 
2. 発注先を統括的、一元的に管理するセクションをおいた 
3. 社内説明会や外部セミナーを受講するなど、法律内容の理解を深めている 
4. 特に変化はない、わからない 
5. その他（具体的に： ）

 
問28 情報サービス業界が下請法の対象となったことで、なにか不都合な点がありまし
たか。ご自由にお書きください。 
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問29 現行の情報サービス業界の委託取引や契約慣行に際して、貴社にとって変更でき
たら望ましいことや、変更すべき点がありますか。ご自由にお書きください。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
問30 取引のあるユーザ又は発注先に望むことはありますか。ご自由にお書きください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問31 取引のあるユーザ又は発注先に対して、委託取引上、何らかの教育を行っていま
すか。行っていましたら、その内容をお書きください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問32 政府調達に関してユーザである政府（自治体含む）に望むことはありますか。ご
自由にお書きください。 
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◎ここからは受発注 EDIについてお伺いします。全ての方がお答えください。 
受発注 EDI（Electronic Data Interchange）とは商取引に関する情報を標準的な書式に統一
して、企業間で電子的（電子メール、ファイル転送など）に交換する仕組みのことです。 
 
問33 あなたは、受発注 EDIを知っていますか。あてはまるもの１つに○をつけてくだ
さい。 

1. 知っている 2. 知らない →【問 42】へ 
 
問34 貴社は受発注 EDIを利用していますか。受発注件数に対する受発注 EDIの利用割
合について、あてはまるもの１つに○をつけてください。 

1. 利用していない 
→【問 41】へ 

2. 約 10%は利用している 
3. 約 20%は利用している 
4. 約 30%は利用している 
5. 約 40%は利用している 

6. 約半数は利用している 
7. 約 60%は利用している 
8. 約 70%は利用している 
9. 約 80%は利用している 
10. 約 90%は利用している 
11. 全ての受発注で利用している 

 
問35 貴社が利用している受発注 EDIの型について、あてはまるもの全てに○をつけて
ください。 

1. Web-EDI 
2. E-mail-EDI 
3. ファイル転送 EDI 
4. 専用線を使った EDI 

5. VAN 
6. 公衆回線を使った EDI 
7. その他 
（具体的に：          ）

 
問36 貴社が受発注 EDIで行っている業務はなんですか。あてはまるもの全てに○をつ
けてください。 

1. 契約書に関する業務 
2. 発注書に関する業務 
3. 見積もりに関する業務 
4. 進捗管理 

5. 請求 
6. 支払 
7. 案件紹介 
8. その他（具体的に：       ）

 
問37 貴社が受発注 EDIで交換しているデータはなんですか。あてはまるもの全てに○
をつけてください。 

1. 受発注年月日 
2. 業務内容 
3. 知的財産権の帰属 
4. 納期 
5. 納入物件 
6. 納入数量 

7. 金額 
8. 支払期日 
9. 支払条件 
10. 支払単価 
11. 支払方法 
（手形の場合は金額及び満期） 

12. 発注者名・受注者名 
13. 納入場所 
14. その他 
（具体的に：     ）
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問38 貴社が受発注 EDIを導入したことによって得られた効果はなんですか。あてはま
るもの全てに○をつけてください。 

1. 事務作業が効率化・迅速化された 
2. 人権費・通信費など、経費が削減された 
3. 人為的ミスが排除された 
4. ＥＤＩのデータを社内業務に活用できた 
5. ＳＣＭ（supply chain management）の構築が可能となった 
6. 取引証憑の保管スペースが不要となった 
7. 社内業務改善のきっかけとなった 
8. ビジネスプロセスの再構築、新しいビジネスモデルの確立の原動力となった 
9. 取引先のパートナーシップの強化ができた 
10. 印紙の貼付などが不要になった 
11. その他（具体的に： ）

12. 特にない 

 
問39 貴社が受発注 EDIを導入・拡大する際に困ったことはなんですか。あてはまるも
の全てに○をつけてください。 

1. 社内のトップの調整、説得 
2. 社内の各部門の調整、説得 
3. 社内の業務処理の変更 
4. 社内システムの接続・調整 
5. ｼｽﾃﾑﾍﾞﾝﾀﾞ、ｿﾌﾄｳｪｱ業者の選定 
6. ｼｽﾃﾑﾍﾞﾝﾀﾞ、ｿﾌﾄｳｪｱ業者との調整 
7. コスト負担に関する取引先との調整

8. 取引条件等に関する取引先との調整
9. 社内リソースの確保 
10. EDIに関する情報収集 
11. インフラの整備 
12. 特にない 
13. その他 
（具体的に：           ）

 
問40 貴社が受発注 EDIを利用した取引をしている範囲はどこまでですか。あてはまる
もの全てに○をつけてください。 

1. 親会社 
2. 子会社・個人 
3. その他の資本関係のある会社 

4. 資本関係がない会社 
5. 銀行など金融機関 
6. その他（具体的に：        ）

 
問41 貴社では今後受発注 EDIを利用したいですか。あてはまるもの 1つに○をつけて
ください。 

1. 既に利用しており、今後も受発注 EDIは利用したい 
2. 既に利用しているが、今後は受発注 EDIを利用しない 
3. 利用していないが、今後は受発注 EDIを利用したい 
4. 利用していないが、今後も受発注 EDIは利用しない 
5. わからない 
6. 特に考えていない 
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◎最後に、全ての方がお答え下さい 
 
問42 2004 年 4 月 1 日以降、取引全体の傾向として、感じることはありますか。あて
はまるもの全てに○をつけてください。 

1. 案件数の増加 
2. 案件数の減少 
3. 案件の大口化 
4. 案件の小口化 
5. 案件の長納期化 
6. 案件の短納期化 
7. 人月単価の上昇 
8. 人月単価の下降 

9. 海外発注の増大 
10. 発注者による受注者の選別 
11. 発注者から受注者への増資要請 
12. 成果物請負から作業派遣への切り替え 
13. 派遣から請負・準委任への切り替え 
14. その他 
（具体的に：              ）

 
問43 現在、情報サービス業界に改正下請法が適用されていますが、何か不明な点があ
りますか。ご自由にお書きください。 
必要があれば、同封しました「下請法（下請代金支払遅延等防止法）とは」をご

覧ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問44 貴社について差し支えない範囲でご記入ください。 

氏 名  

貴 社 名  

部 署 名  
役 職 

 

御 住 所  

電話番号  e-mail  

 
 

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 


